
（単位：円）

国庫補助額
交付金
充当額

起債額 その他

378,725,361 0 298,481,000 0 80,244,361

1 単
避難所感染拡大防
止対策物品確保事
業

①避難所運営における感染拡大防止対策に係わる物品の確保
②避難所の感染拡大防止に係わる物品の購入経費
③町内避難所9箇所

R2.6 R3.3 22,842,582 0 21,600,000 0 1,242,582

①感染拡大防止対策物品として、感染防止用パーテーション(270個)、感染防止用段
ボールベッド(180個)、非接触体温計(30個)、非常用電源(12台)、サーモグラフィー(18
台)、感染防止用アルミベッド(90個)等を確保
②感染拡大防止対策物品により、避難所の開設時における感染防止・感染拡大防
止が図られる
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

2 単
公共施設等感染拡
大防止対策物品確
保事業

①公共施設等における感染拡大防止対策に係わる物品の確保
②公共施設等の感染拡大防止に係わる物品の購入経費
③地方公共団体、医療機関及び福祉施設等

R2.4 R3.3 16,857,059 0 5,400,000 0 11,457,059

①感染拡大防止対策物品として、マスク(1,024箱)、消毒液、感染防護服セット(100
セット)、非接触体温計(99個)、サーモグラフィー(4台)、換気用扇風機(636台)、飛沫
防止パネル(105個)、加湿器(6台)、足踏み式消毒液スタンド(30台) 、ハンドソープ等
を確保
②感染拡大防止対策物品の配布により、保育園、幼稚園、小中学校、医療機関及
び福祉施設等での感染防止・感染拡大防止に繋がった
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

4 単
子育て支援臨時特
別給付事業

①子育て世帯への支援
②子育て世帯の経済的負担を軽減するため、児童手当(本則給
付)を受給する世帯(０歳～中学生の子どもがいる世帯)に対して、
国の「子育て世帯への臨時特別給付金」とは別に、対象児童１人
あたり10千円を追加給付する経費、また、児童扶養手当を受給す
る世帯に対し、対象児童１人あたり30千円を給付する経費
③子育て世帯

R2.6 R3.3 40,818,680 0 39,800,000 0 1,018,680

①給付件数　児童手当追加給付3,390人、児童扶養手当追加給付199人
②子育て支援臨時特別給付金の給付により、子育て世帯への経済的負担の軽減が
図られた
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

5 単
社会福祉施設等特
別支援金給付事業

①社会福祉施設等に対する事業継続の支援
②感染症の拡大防止に努めながら、利用者の生活を維持するた
め、事業継続する町内の社会福祉施設等に対し、支援金を給付
する経費　(1事業所あたり100千円、5事業所以上の法人500千円)
③町内の社会福祉施設等

R2.6 R3.3 5,600,000 0 5,600,000 0 0

①給付件数　事業所21件、法人7件
②社会福祉施設等特別支援金の給付により、町内の社会福祉施設等に対する事業
継続への支援が図られた
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

6 単
感染症拡大阻止協
力金事業

①感染症の拡大を阻止するため、三重県が実施した緊急事態措
置による休業要請・依頼に全面協力頂いた中小企業・小規模事業
者(個人事業主を含む)に対する事業継続の支援
②三重県が実施した緊急事態措置による休業要請・依頼に全面
協力頂いた中小企業・小規模事業者(個人事業主を含む)に対し
て、県・市町が協調して協力金を交付する経費の町負担分(支給
額1事業者あたり500千円 県1/2、町1/2負担）
③三重県からの請求に基づき、町負担分を県に納付

R2.4 R3.3 55,000,000 0 26,500,000 0 28,500,000

①三重県への協力金
②感染症拡大阻止協力金により、三重県が実施した緊急事態措置による休業要請・
依頼の際に、町内の中小企業・小規模事業者に対する事業継続への支援が図られ
たとともに、感染防止・感染拡大防止に繋がった
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

7 単
新生児特別定額追
加給付金事業

①子育て世帯への支援
②国の「特別定額給付金」の対象世帯との均衡や、子育て世帯の
経済的負担を軽減するため、国の「特別定額給付金」の対象外と
なる4月28日から5月31日までに生まれた新生児に対し、１人あた
り100千円を給付する経費
③子育て世帯

R2.6 R3.3 2,200,000 0 2,200,000 0 0

①給付件数　新生児22人
②新生児特別定額追加給付金の給付により、子育て世帯への経済的負担の軽減
が図られた
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

8 単
ＧＩＧＡスクール構想
の実現に向けた学
習環境整備事業

①小学校及び中学校における臨時休業等を円滑に進めるための
学習環境の提供
②ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた、教師用パソコン及び児童
生徒・教師用ソフトウェアを整備する経費
③小学校6校、中学校2校

R2.6 R3.3 101,919,840 0 99,000,000 0 2,919,840

①ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた学習環境として、教師用パソコン(150台)、パ
ソコンセットアップ費用(2,300台)、ソフトウェア(1,556台)を整備
②ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて、児童、生徒及び教師への1人1台端末・高速
通信環境整備が図られた
③新たな時代に相応しい教育の実現に向けて、1人1台端末・高速通信環境による
学習活動の一層の充実を図るため、引き続き、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けたＩ
ＣＴ環境の整備に取り組む

9 単
Ｗｅｂ会議システム
整備事業

①庁内における新しい生活様式を踏まえた、働き方の新しいスタ
イルとして会議のオンライン化への対応
②感染リスクを低減するため非接触型の会議に対応するため、Ｗ
ｅｂ会議システムを整備する経費
③地方公共団体

R2.8 R3.3 2,695,000 0 2,600,000 0 95,000

①Ｗｅｂ会議システムとして、ディスプレイ(3台)、パソコン(9台)、スピーカーホン(7
台)、ワイドレンズカメラ(7台)を整備
②新しい生活様式を踏まえたオンライン会議への対応を図るとともに、非接触型の
会議により感染防止に繋がった
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

10 単
避難所感染対策空
調設備整備事業

①避難所運営における定期的な換気に伴う暑さ・寒さ対策として、
避難所内の適切な温度管理の対応
②避難所の定期的な換気に伴う適切な温度管理を図るための空
調設備の整備する経費
③町内避難所9箇所

R2.8 R3.3 18,433,250 0 16,600,000 0 1,833,250

①感染対策空調設備として、スポットクーラー（50台）、発電機（30台）、ジェットヒー
ター(18台)、石油ストーブ(50台)、非常用電源(6台)等を整備
②感染対策空調設備により、避難所の開設時における定期的な換気に伴う適切な
温度管理が図られる
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する
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11 単
社会教育施設感染
拡大防止対策物品
確保事業

①公共施設の社会教育施設における感染拡大防止対策に係わる
物品の確保
②公共施設の社会教育施設(総合体育館、総合文化センター、陸
上競技場、武道館、コミュニティーセンター)の感染拡大防止に係
わる物品の購入経費
③地方公共団体

R2.8 R3.3 3,080,000 0 3,000,000 0 80,000

①感染拡大防止対策物品として、サーモグラフィー(5台)を確保
②感染拡大防止対策物品により、総合体育館、総合文化センター、陸上競技場、武
道館及びコミュニティーセンターでの感染防止・感染拡大防止に繋がるとともに、安
全安心な施設運用が図られた
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

12 単
中小企業等持続化
給付事業

①国の「持続化給付金」の支給対象とならない中小企業等に対す
る事業継続への支援
②中小企業等に対する事業継続への支援として、町独自の持続
化給付金を給付する経費（法人1事業者あたり400千円、個人事業
者1事業者あたり200千円)
③町内の中小企業等

R2.8 R3.3 33,848,950 0 33,800,000 0 48,950

①給付件数　法人55件、個人事業者59件
②中小企業等持続化給付金の給付により、町内の中小企業等に対する事業継続へ
の支援が図られた
③実施計画通り事業をすべて実施したことから、事業を終了する

13 単
町内保育園・幼稚園
及び小中学校給食
費無償化事業

①子育て世代への支援
②子育て世帯の経済的負担を軽減するため、保育園・幼稚園及
び小中学校の給食費の無償化に係る費用（一般会計の学校等給
食運営費に交付金を充当）
③保育園・幼稚園及び小中学校の保護者

R2.6 R2.12 75,430,000 0 42,381,000 0 33,049,000

①令和2年6月から12月まで町内保育園・幼稚園及び小中学校の給食費の無償化
②町内保育園・幼稚園及び小中学校の給食費の無償化により、子育て世帯への経
済的負担の軽減が図られた
③引き続き、子育て世代への支援に取り組むため、町内保育園・幼稚園及び小中学
校給食費無償化事業を継続する


